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「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究動向の分析と今後の展望
－CiNii掲載論文のタイトルに対するテキストマイニングを用いて－

A Review of Research Trends in Informatics Education in the Integrated Studies:
Through Text Mining of Titles of Research Papers in the CiNii Database

畑　野　裕　子＊・森　山　　　潤＊＊

要　旨
本報では、これまでの「総合的な学習の時間」における情報教育に関する文献とそれらの先行

研究を整理し、テキストマイニングを用いた計量的なアプローチから研究の動向をまとめ、今後
の研究の展望について検討した。その結果、得られた知見に関して整理・考察すると、次のよう
であった。
１）「総合的な学習の時間」における情報教育をテーマとする研究は、量的には研究自体が大学

や学会から、学校教育の現場において遂行されるようにシフトしていると推察される。
２）「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究の構造として、教科・領域、機器や

システムとその機能、指導意図や目標観、授業研究の手法やアプローチ、研修やカリキュラム
マネージメントなど研究推進に関するまとまりがとらえられた。
３）「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究は、論文種別によって異なるアプロー

チがみられ、学校紀要、大学紀要、学会論文では、教育現場での実践を踏まえた研究テーマ、
センターはカリキュラムマネージメントに関する研究テーマ、協会は機器やシステムなどの環
境、教材に関するテーマを中心としている傾向が把握された。しかし、全ての論文種別間で共
有される抽出語句が認められなかったことから、相互の連携が適切になされていないのではな
いかと危惧された。
４）「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究の年代別のテーマ変遷に関して検討
したところ、機器・学習環境から授業実践へ移行してカリキュラム構成に至る流れと、国際理
解教育との関連づけから中学校技術科での研究へ移行して環境教育との関連づけに至るという
二つの流れがみられた。
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１．緒言
2017年３月31日に公示された小学校・中学校学習指導要領等（文部科学省，2017a，

2017b，2017c，2017d）の改訂において、「総合的な学習の時間」の教育内容の主な改善事項

をみると、「その他の重要事項」として、情報活用能力（プログラミング教育を含む）があげ

られている（文部科学省，2017e）。具体的には、「コンピュータ等を活用した学習活動の充実（各

教科等）、コンピュータでの文字入力等の習得、プログラミング的思考の育成（小学校：総則、

各教科等（算数、理科、総合的な学習の時間など））」である。また、小学校学習指導要領にお

ける内容の取扱いについて詳細にみると、次の事項に配慮するものとして新設されている。す

なわち、「探究的な学習の過程においては、コンピュータや情報通信ネットワーク（新設）な

どを適切かつ効果的に活用して、情報を収集・整理・発信するなどの学習活動が行われるよう

工夫すること。その際、コンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要となる情

報手段の基本的な操作を習得し、情報や情報手段を主体的に選択し活用できるよう配慮するこ

と」（文部科学省，2017a）と示されている。したがって、「総合的な学習の時間」は言うまで

もなく学校教育の現場において、情報教育の充実を図る研究は、今まで以上に重要性が増して

くると言えよう。

これまで、「総合的な学習の時間」に関する研究を整理したものでは、畑野（2017）が、先

行研究で取り上げられた研究動向について概観し、その学習指導内容と指導法に関して報告し

ている。具体的には、CiNii収録刊行文献（2000年度から2016年度）の中でも、「総合的な学

習の時間」というキーワードを含み、学習指導要領に示されている学習テーマ（「環境」「国際

理解」「情報」「福祉・健康」）を視点としてAND検索を行い、CiNiiに本文がありオープンア

クセス可能な論文を中心に、先行研究を整理している。その結果、「総合的な学習の時間」に

関する研究の学習テーマのキーワードをみると、小学校、中学校、高等学校において、ほぼす

べての年度で、「環境」と「情報」が他の２つの学習テーマより多くみられた。また、各校種・

学習テーマごとの代表的な文献のレビュー結果から、個別データ・ケーススタディは、取り組

みに悩む教師に対して一定の示唆を与えていると報告している。既報においては、「総合的な

学習の時間」の４つの学習テーマを含んだ全般に関する先行研究を整理するという点では、一

定の成果が得られた。しかし、「総合的な学習の時間」の具体的な展開には、各学習テーマに

おける詳細な検討が必要と思われる。さらに、本年（2017年）の義務教育における学習指導

要領の改訂を機に、従来の「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究を整理し、

今後の課題を明確にすることは、意義あることと思われる。

そこで本報では、「総合的な学習の時間」における情報教育に関する文献を整理して、それ

らの研究動向を分析し、今後の研究の方向性について展望することを目的とする。
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２．方法
2.1　対象文献の抽出

国立情報学研究所の論文情報ナビゲータ（CiNii）を使用し、2001年～2015年までに発行さ

れた文献について、「総合的な学習の時間」と「情報」の二つのキーワードをもとに、AND検

索を行い、調査対象文献を抽出した（以下、これを「一次抽出文献」とする）。次に、一次抽

出文献をもとに、筆者らで協議し、次にあげる文献の出典に関して、宮川ら（2017）を参考に、

調査対象文献の絞り込みを行った（以下、これを「二次抽出文献」とする）。

①学校紀要： 小学校から高等学校までの学校が発行する研究紀要及び報告書に掲載されてい

る文献

②大学紀要：大学が発行する研究紀要及び報告書に掲載されている文献

③学会論文： 日本学術会議において学術研究団体として登録されている学会が発行する学会

論文、日本教育工学会、日本教育情報学会、電子情報通信学会などの研究報告

集に所収されている文献

④センター： 学部附属教育センターが発行する研究紀要に掲載されている文献

⑤協　　会：協会が発行する研究紀要及び報告書に掲載されている文献

⑥そ の 他

⑦未登録論文

また、2001年～2015年までに発行された文献について、経年の変化を概括するために、年

代を３つに区分（2001年～2005年、2006年～2010年、2011年～2015年）して、整理するこ

ととする。

2.2　分析の手続き

分析は、抽出した論文のタイトルに対するテキストマイニング（KH Coder 2.00f（桶口，

2001，2014，2015）を用いて実施した。同様の手法を用いた研究としては、例えば、政策系

大学に関する研究動向を分析した小田切（2014）の報告がある。

（１）情報教育に関する研究の構造の把握

まず、二次抽出した文献の論文タイトルについて形態素解析を行ない、論文タイトルに含ま

れている名詞句、動詞句の出現頻度を把握した。そして、出現頻度上位語句の共起ネットワー

クを作成し、そのまとまりから研究の構造を解釈した。

（２）論文種別による研究動向の差異の検討

次に、出現頻度上位語句の共起ネットワークに論文種別を外部変数とする共起関係を設定

し、得られた共起ネットワークから、論文種別による研究動向の差異について検討した。

（３）年代別にみた研究動向の推移

同様に、年代を外部変数とする共起関係を設定し、得られた共起ネットワークから、年代別
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にみた研究動向の推移について検討した。

３．結果と考察
3.1　情報教育に関する論文のCiNii掲載状況

2017年１月30日現在、一次抽出文献は218件、二次抽出文献は154件となった。表１は、そ

れら二次抽出文献について、文献の出典別に、度数及びパーセンテージを示したものである。

文献の出典をみると、学会が発行する学会論文が全体の55.2％と最も多く、続いて、学校紀要

が18.2％、大学が発行する研究紀要が14.3％となっている。また、発表年でみると、表２に示

したように、2001年～2005年が全体の49.3%と最も多く、続いて、2011年～2015年が26.0%、

2006年～2010年が24.7％となっている。

表１　二次抽出文献の出典別度数及びパーセンテージ
論文種別 度数 %

１学校紀要 28 18.2%
２大学紀要 22 14.3%
３学会論文 85 55.2%
４センター ４ 2.7%
５協会 ３ 1.9%
６その他 ３ 1.9%
７未登録論文 ９ 5.8%

計 154 100.0%

表２　二次抽出文献の年代別度数及びパーセンテージ
年代 度数 %

2001年～2005年 76 49.3%
2006年～2010年 38 24.7%
2011年～2015年 40 26.0%

計 154 100.0%

表３　二次抽出文献の出典と発表年のクロス集計
年代 １学校紀要 ２大学紀要 ３学会論文 ４センター ５協会 ６その他 ７未登録論文 計

2001年～2005年 18 49 ２ １ ６ 76
2006年～2010年 ７ ４ 23 １ １ ２ 38
2011年～2015年 21 13 ３ ２ １ 40

表３は、文献の出典と発表年をクロス集計した結果を示したものである。学校紀要をみると、

2006年～2010年が７件、2011年～2015年が21件となっている。大学が発行する研究紀要をみ

ると、2001年～2005年が18件、2006年～2010年が４件となっている。学会が発行する学会論
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文をみると、2001年～2005年が49件、2006年～2010年が23件、2011年～2015年が13件となっ

ている。センターが発行する研究紀要等は、2006年～2010年が１件、2011年～2015年が３件

となっている。協会が発行する研究紀要等は、2001年～2005年が２件、2006年～2010年が１

件となっている。

以上の結果から、「総合的な学習の時間」における情報教育に関する文献の年次変化につい

ては、学校紀要に関しては増加の傾向がみられ、大学が発行する研究紀要に関しては減少の傾

向がみられ、学会が発行する学会論文に関しても減少の傾向がみられた。したがって、「総合

的な学習の時間」における情報を学習テーマとする研究は、研究自体が大学や学会において多

くなされていたが、次第に学校教育の現場において遂行されるようにシフトしているのではな

いかと考えられる。あるいは、大学、学会の研究テーマが個別的な課題に対応する中で、キー

ワードの細分化が図られ、今回のような「総合的な学習の時間」「情報」のような検索語では

検索しにくくなっている可能性も推察される。

3.2　情報教育に関する論文タイトルの形態素解析

「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究の動向について、計量的分析を行う

ため、テキストマイニングによる形態素解析を行った。その結果、情報に関する研究の論文タ

イトルからの抽出語は、総計1378語であった。表４は、名詞句のうち、出現回数10以上の抽

出語に関して出現回数を頻度順に示したものである。

表４　二次抽出文献のタイトルに使用されている出現回数10以上の名詞句（頻度順）
抽出語 出現回数 抽出語 出現回数

学習 125 科学 16
情報 119 教科 16
教育 92 課題 15
総合 80 小学校 15
時間 79 メディア 14
研究 44 育成 14
実践 44 システム 12
活用 34 考察 12
開発 23 能力 12
授業 23 選択 11
学校 19 カリキュラム 10
活動 19 技術 10
支援 18 児童 10
特別 17 利用 10
評価 17
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抽出語をみると、最も出現回数が多いのは、「学習」125であり、続いて、「情報」119、「教育」

92、「総合」80、「時間」79、「研究」「実践」44、「活用」34、「開発」「授業」23、「学校」「活

動」19、「支援」18、「特別」「評価」17、「科学」「教科」16、「課題」「小学校」15、「メディア」

「育成」14、「システム」「考察」「能力」12、「選択」11、「カリキュラム」「技術」「児童」「利用」

10となっている。

3.3　情報教育に関する研究の構造

抽出語間の関連性を探索するために、表４に示した抽出語を含め、出現頻度上位60語まで

を利用した抽出語間の共起ネットワークを用いて、抽出語間の関連を分析した。その結果につ

いては、図１に示す。図１では、関連の強いほど抽出語間では線が太くなり、出現頻度が高い

抽出語の円が大きくなっている。図１によって、各抽出語同士の結びつきを俯瞰的にみてみる。

「総合」-「時間」-「学習」などは、教科・領域のまとまりとしてとらえられる。「プレゼンテー

ション」-「機器」などは、機器やシステムとその機能に関するまとまりとしてとらえられる。

一方、「育む」-「大切」-「文化」などは、指導意図や目標観に関するまとまりとしてとらえ

られる。また、「調べる」-「比較」などは、授業研究の手法やアプローチに関するまとまりと

してとらえられる。さらに、「出前」-「研修」などは、研修やカリキュラムマネージメントな

ど研究推進に関するまとまりとしてとらえられる。

これらの結果から、「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究は、大別して①

教科・領域、②機器・システム、③指導意図・目標観、④授業研究の手法・アプローチ、⑤研

修・カリキュラムマネージメントという５つの観点から構造化されているのではないかと考え

られる。
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図１　抽出語間の共起ネットワーク
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3.4　論文種別による研究動向の差異の検討

論文種別との共起関係を設定して得られた共起ネットワークを、図２に示す。図２より、学

校紀要、大学紀要、学会論文は共有する抽出語が多くみられ、教育現場での実践を踏まえた研

究テーマ設定がされていることが推察される。それに対して、センター、協会は異なるアプロー

チを持ち、センターはカリキュラムマネージメントに関する研究テーマ、協会は機器やシステ

ムなどの環境、教材に関するテーマというように集約されるととらえられる。一方で、全ての

論文種別間で共起した抽出語は認められなかった。これは、教育現場での実践、センター、協

会という３つの間で共有しうるキーワードが定かではないことを意味しており、相互の連携が

取られていない可能性が危惧される。
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報告

図２　論文種別と抽出語との共起ネットワーク

3.5　年代別にみた研究動向の推移

年代との共起関係を設定して得られた共起ネットワークを、図３に示す。図３で、中心にあ

る「学習」「総合」「情報」「教育」「時間」「実践」「開発」という抽出語は、2001年～2005年、

2006年～2010年、2011年～2015年のいずれの年代間でも共有された抽出語である。このよう

に、「総合的な学習の時間」を中心とする実践研究は各年代に共通にみられ、脈々と続いてい

ることが読み取れる。しかしながら、各年代によって抽出語に変化がみられる。年代順にみて

いくと、2001年～2005年においては、「国際」や「地域」などのキーワードを含む情報教育や、

「システム」や「メディア」などのICT機器そのものの研究などがみられる。2006年～2010年

においては、「課題」「指導」「教材」など、具体的な実践研究の課題や、中学校技術科に関す
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る研究などがみられる。2011年～2015年においては、「環境」と組み合わせた情報教育や、カ

リキュラム構成に関する検討などがみられる。このような年代によるテーマの変遷に関して概

括すると、機器・学習環境から授業実践へ移行しカリキュラム構成に至る流れと、国際理解教

育との関連づけから中学校技術科での研究へ移行し環境教育との関連づけに至る流れというよ

うに、それぞれ読み取れると言えよう。
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図３　年代と抽出語との共起ネットワーク

４．総括
本報では、これまでの「総合的な学習の時間」における情報教育に関する文献とそれらの先

行研究を整理し、テキストマイニングを用いた計量的なアプローチから研究の動向をまとめ、

今後の研究の展望について検討した。その結果、得られた知見に関して整理・考察すると、次

のようである。

１） 「総合的な学習の時間」における情報教育をテーマとする研究は、量的には研究自体が大

学や学会から、学校教育の現場において遂行されるようにシフトしていると推察される。

２） 「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究の構造として、教科・領域、機器

やシステムとその機能、指導意図や目標観、授業研究の手法やアプローチ、研修やカリキュ

ラムマネージメントなど研究推進に関するまとまりがとらえられた。

３） 「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究は、論文種別によって異なるアプロー

チがみられ、学校紀要、大学紀要、学会論文では、教育現場での実践を踏まえた研究テーマ、

センターはカリキュラムマネージメントに関する研究テーマ、協会は機器やシステムなど

の環境、教材に関するテーマを中心としている傾向が把握された。しかし、全ての論文種
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別間で共有される抽出語句が認められなかったことから、相互の連携が適切になされてい

ないのではないかと危惧された。

４） 「総合的な学習の時間」における情報教育に関する研究の年代別のテーマ変遷に関して検

討したところ、機器・学習環境から授業実践へ移行してカリキュラム構成に至る流れと、

国際理解教育との関連づけから中学校技術科での研究へ移行して環境教育との関連づけに

至るという二つの流れがみられた。

また、本報の結果について総括してみると、次のようである。本報では、国立情報学研究所

の論文情報ナビゲータ（CiNii）を使用して、「総合的な学習の時間」「情報」をキーワードと

してAND検索を行い、2001年～2015年までに発行された文献について、調査対象文献を抽出

した。

2017年３月に公示された小学校・中学校学習指導要領の改訂では、「学習内容、学習指導の

改善・充実」として、探究的な学習の中で、教科等を越えた全ての学習の基盤となる資質・能

力を育成するため、「協働して課題を解決しようとする学習活動や、言語により分析し、まと

めたり表現したりする学習活動（比較する、分類する、関連付けるなどの、「考えるための技法」

を活用する）、コンピュータ等を活用して、情報を収集・整理・発信する学習活動（情報手段

の基本的な操作を習得し、情報や情報手段を主体的に選択、活用できるようにすることを含む）

が行われるようすること」（文部科学省，2017b）が示されている。さらに、「プログラミング

を体験しながら論理的思考力を身に付ける学習活動を行う場合には、探究的な学習の過程に適

切に位置付くようにすること」が示されている。本報の「総合的な学習の時間」における情報

教育に関する研究の年代によるテーマの変遷結果は、機器・学習環境から授業実践へ移行し、

カリキュラム構成に至るととらえられた。今後は、このような「総合的な学習の時間」の探究

的な活動において、「考えるための技法」の活用として、コンピュータ等を活用した情報の収集・

整理・発信に関して、いかに効果的な学習が可能となるのか、指導法を含めた検討が重要となっ

てくるであろう。また、「総合的な学習の時間」において、「プログラミングを体験しながら論

理的思考力を身に付ける学習活動を行う場合には、探究的な学習の過程に適切に位置付くよう

にすること」（文部科学省，2017e，p.223）が示されたのは、意義深いと思われる。

また、このような機器・学習環境や授業実践に関して、2016年８月には、2020年代に向け

た教育の情報化に関する取り組みについて、「『2020年代に向けた教育の情報化に関する懇談

会』最終まとめ『教育の情報化加速化プラン』～ICTを活用した『次世代の学校・地域』の創

生～」が文部科学省より発表された。その中では、具体的な施策として、「初等中等教育にお

いて、教員の授業力の向上とIT活用のベストミックスを図りながら、個に応じた教育や対話

的・主体的で深い学びの視点による学習改善、発達段階に即したプログラミング教育の必修化

など情報活用能力を育成する教育をはじめとするIT教育の推進を図る。このような教育を全

国的に実施するため、学習指導要領等の見直しを行う。また、IT教材・コンテンツ等の開発
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普及など、IT教育推進のための教育コンソーシアムの構築を検討するとともに、「『教育の情

報化加速化プラン』を今夏までに策定し、教員養成・研修と学校のIT環境整備を徹底する」（文

部科学省，2016）と示されている。今後は、これらの新しい研究課題が研究動向としてどの

ように出現し、定着、発展していくのかについて追跡的に検討を進めていく必要がある。

本報には、次のような課題が残されている。本報における分析対象は、「総合的な学習の時間」

と「情報」をキーワードとしてAND検索を行うという限定的なものであった。したがって、

これらの対象文献以外においても、「総合的な学習の時間」「情報」に関連する研究内容を含む

AND検索では、抽出できない基礎的な研究も行われていると推察される。例えば、「総合的な

学習の時間」のキーワードではなく、より「情報」に特化した研究の中にも関連内容が含まれ

ている可能性も否めない。それらの研究の動向と本報で検討した研究結果との関連性について

も、検討する必要があると思われる。
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